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労務ネットニュース（令和５年３月発行） 

Labor-management.net News  
労働組合対応、労基署対応、使用者側の労務トラブルを弁護士平野剛が解決！ 

Ｖｏｌ.２５ 
杜若経営法律事務所 弁護士 平野剛 

★ 営業社員に対する数値を示した解雇基準 

弁護士の平野剛です。今回は、専ら生命保険募集の営業に従事するために雇用された社員に対

し、営業成績に関する解雇基準に達していなかったことを理由になされた解雇の有効性が争われた

事件（大阪地裁令和 4年 10月 27日判決）をご紹介します。 

１ 事実の概要 

本件の被告会社は外資系の生命保険会社で、原告は保険営業の経験がなかったものの生命保険業

を営むＡ社のＣＴ社員の募集に応募し、Ａ社にＣＴ社員として入社し、その約１年後に被告会社が

Ａ社から事業譲渡を受け、原告との雇用契約上の地位を承継しました。 

ＣＴ社員とは、生命保険の募集を担当する営業職で、事業所（支店）ごとに採用され、学歴や職

歴の条件はなく、勤務場所は当該事業所とされていました。ＣＴ社員には、基本給月額１０万円の

ほか、獲得した保険契約の保険料額を基準として算定される成績手当や継続手当といった歩合給が

支払われ、入社初年度から年収１０００万円を超える者もいました。また、ＣＴ社員の採用は、人

事部門が関与することなく事業所が行っていました。 

被告会社の就業規則では、ＣＴ社員について「毎年１月及び７月を起算月として、従業員が新規

に獲得した保険契約の保険料等を１年分に換算した額に会社が定める一定の係数を乗じた額（査定

ＡＡＰ）が６か月間で３００万円を下回ったとき」には解雇できることとしていました。例えば、

主力商品の係数は２に設定され、月額保険料２万円の保険契約を新たに成約した場合の査定ＡＡＰ

は４８万円（＝２万円×１２か月×係数２）とされていました。 

原告は、平成２８年上半期にＡＡＰ査定額が上記基準を約３０万円下回ったことがあったもの

の、上司と相談して担当部署に対し解雇をしないことを求める特認申請書を提出し、マネージャー

の面談を受け、特別扱いは１回限りであるとの説明を受け、申請が認められました。 

その後、原告は令和２年の査定ＡＡＰが上半期は約１７４万円、下半期は約７５万円で、いずれ

も基準を大きく下回り、被告会社は原告を令和３年１月末日付で解雇しました。なお、令和２年上

半期は、新型コロナウィルス感染症の影響により、被告全体の新規獲得保険料が前年同期比で約７

６％であったため、上記基準に達していないことを理由とする解雇は行われていませんでした。 

２ 裁判所の判断 

⑴ 解雇基準の合理性について 

裁判所は、原告について就業規則所定の解雇事由に該当すると認めたうえで、当該解雇事由に

かかる規定の必要性及び合理性について検討しています。 

その中で、「ＣＴ社員の採用条件、給与体系及び職務内容に照らせば、ＣＴ社員は、被告にお

いて、もっぱら保険の募集を行うことが予定されていた」ことを指摘し、「ＣＴ社員が一定水準

の売上げを挙げなければ、被告はその給与等を支払うことができないこととなる」と述べ、一定

の売上げを挙げられないことを解雇理由とすることには合理的必要性があるとしました。 
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また、基準の内容について、「主力商品に該当する月額保険料２万円の保険契約を半年間で７

件成約すれば満たす水準のもの」、「ＣＴ社員一人当たりの平均的な査定ＡＡＰよりも相当低い

水準に設定されている」、「査定期間は６か月間であり、１、２か月間といった短期間に偶然的

に生じた結果のみに左右されることなく、期間中に自らの査定ＡＡＰを把握して対応しようと試

みることが可能と考えられる程度の期間が設定されている」として、基準は合理的な範囲内のも

のと言えると述べ、これに基づく解雇も客観的に合理的な理由があると説示しました。 

⑵ 解雇の相当性について 

裁判所は、採用面接時の説明により原告は一定の期間内に所定の売上げを挙げなければ解雇さ

れることを認識した上で本件雇用契約を締結したこと、本件雇用契約はもっぱら保険の募集を想

定した契約で、売上げが挙げられないときは解雇され得る代わりに売上げが多額に上れば経験年

数等に関わらず高額の収入が得られる内容であったこと、令和２年下半期の査定ＡＡＰは基準を

ごく僅かに下回ったというものでもないことを指摘し、本件解雇が社会通念上相当性を欠くもの

とも認められないと述べました。 

なお、原告は事前の注意、指導等がなかったと主張しましたが、裁判所は原告が１０年近く勤

務していて営業成績の向上に関して自ら教育指導を受ける機会は十分にあったと述べました。 

⑶ 職種変更について 

原告は職種限定合意はないと主張し、また、就業規則に配置転換に関する定めもありました。 

裁判所は、ＣＴ社員の給与体系や勤務形態（直行直帰が幅広く認められるなど、比較的自由に

営業活動をできる）に鑑みて保険の募集を行わない部署に配置転換した場合の不利益が大きいこ

と、原告がＣＴ社員の募集に応募して雇用契約を締結しており配置転換の要望を出していないこ

とを指摘し、配置転換しなくても本件解雇は権利濫用にあたらないと述べました。 

３ 営業専属での雇用における解雇基準の明確性、相当性 

本件の解雇基準は、具体的な査定額を明示している点に大きな特徴があります。降格基準などで

はよく目にしますが、解雇基準としては珍しいと思います。「単純な金額で決めていいのか？」と

いう疑問もあるかもしれませんが、「営業成績が不良のとき」というような一般的によく見る抽象

的な解雇事由に比べると遥かに明確ですし、基準の具体的な内容も相当なものと考えられます。も

っとも、こうした内容の基準に基づき解雇ができるのも、ＣＴ社員には保険募集の営業の仕事しか

予定していないことが前提となっているからであり、職務横断的な人事異動を予定している日本型

長期雇用制度が適用される社員を、こうした基準で解雇するのは難しいと言えます。 

この判決を一読した際には、あっさりと解雇を認めている印象を受けましたが、募集、採用、採

用後の働き方、給与体系なども踏まえたＣＴ社員の雇用の特性に応じ、もっぱら営業しか行わない

社員が、６か月というまとまった期間において月平均の契約（保険料月額１～２万円程度の契約）

件数が２件に満たないというレベルの仕事しかできていないのであれば、解雇もやむを得ないと言

えるでしょう。 

余談ですが、昨今、「ジョブ型」という言葉が巷を賑わしています。本件では形式的には就業規

則により配転命令権が会社に留保されているので「ジョブ型雇用」ではないものの、基本的に他の

職務を行うことを予定せずに契約しているという意味でジョブ型雇用に近い面があると思います。

本件のＣＴ社員のような雇用を純粋な「ジョブ型雇用」にするのであれば、少なくともＣＴ社員向

けの配置転換条項のない就業規則を作成することが必要になります。ジョブ型雇用では、整理解雇

は最も合理的理由のある解雇で、ある程度長期間雇用している社員の能力不足解雇は難しいと言わ

れていますが、本件のようなケースではどのように判断されるのか、非常に興味深いところです。 
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